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岩国市健康福祉部高齢障害課　　

自立訓練、就労移行支援に係る標準利用期間超過後の支給決定について

訓練等給付費の対象となる障害福祉サービスのうち自立訓練、就労移行支援については、サービス利用の長期化を回避するため、標準利用期間が設定されています。

そのため、岩国市では当該期間を超えてサービスの利用が必要な場合については、標準利用期間超過後に障害程度区分認定等審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、原則最大1年間の支給決定を認めています。
つきましては、標準利用期間の支給決定を受けた者の有効期間終了に伴う取り扱いについて、下記のとおり定めましたので、通知します。
記
１．標準利用期間が定められているサービス
	サービスの種類
	標準利用期間

	自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練
就労移行支援（養成施設を除く）
就労移行支援（養成施設）
	１年６ヶ月間  ※１
２年間　　　　　※２
２年間　　　　　※２
２年間
３年間又は５年間


※１頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は、標準利用期間は３年間
※２長期入院又は入所していた者については、標準利用期間は３年間
２．支給決定有効期間終了後の手続き
◎岩国市から利用者への案内文の送付
支給決定有効期間終了の約２ヶ月前に対象者に対して、岩国市より更新案内文と介護給付費・訓練等給付費支給申請書を送付します。
なお、標準利用期間を以てサービス提供を終了する場合は、「契約内容報告書」を岩国市へ提出してください。
（１）標準利用期間を超えてサービスの提供が必要な場合
就労移行支援（養成施設）を利用している方を除き、標準利用期間を超えて支給決定をすることは原則１回とされていますが、真にやむを得ない事由により、標準利用期間を超えて支給決定が必要であると認められる場合（※）以外については、支給決定を行いません。
標準利用期間を超えて支給決定を希望される場合は、支給期間終了日の前月末日までに「標準利用期間を超える支給決定にかかる意見書」（別紙）を事業所において作成いただき、岩国市へ提出してください。
※　標準利用期間を超えてサービスの提供が必要であると認められる場合
期間延長の理由が「日中に通所する場所が必要」「利用者相互のかかわりが必要」といった日中活動サービス全般に共通するような理由ではなく、当該サービスを継続して受けなければならない固有の理由が必要となります。 
	自立訓練（機能訓練） 
	リハビリや各種療法を実施しており、さらに継続する必要があること。
地域・在宅生活に向けて、具体的な調整や支援が必要であること。 

	自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練
	地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上のスキルを学ぶ必要があること、若しくは現在訓練中でさらに継続が認められること。 

	就労移行支援 
	更新時点で、一般就労への具体的な見通しがあること。
・トライアル雇用、精神障害者ステップアップ雇用利用中の者（当該期間中及び入社までの間に限り延長可能）
・採用を前提とした職場実習中の者（実習期間中及び入社までの間に限り延長可能）
・就職が内定している場合（入社までの間に限り延長可能）


（２）他サービスの利用等について
これまで利用していたサービスに代わり、他のサービスの利用を希望する場合は、改めて障害福祉サービスの申請手続きをする必要があります。
また、特に生活介護を希望する場合で、障害程度区分の認定を受けていない方については、障害程度区分の認定が必要となりますので、ご留意願います。
３．延長期間

期間延長の支給決定の必要性が認められた場合、延長期間は最長で１年間となります。
なお、この期間延長手続きは原則１回限りです。 
４．意見書作成時の注意点

（１）「経歴」の項目について
　・学歴、職歴を具体的に記載してください。

（２）「サービス利用までの経過」の項目について
・期間延長を希望する訓練等給付サービスの利用までの支援内容及びその経過について、概要を具体的に記載してください。 
（３）「サービス利用中の訓練内容及び評価」の項目について　

・契約してから現在までの支援内容及びその経過、評価結果について具体的に記載してください。

・就労移行支援事業所においては、職場実習の実習先、実施期間、職業安定所（ハローワーク）での求職登録等について具体的に記録してください。 

（４）「延長が必要となる理由等」の項目について
・１（１）の「※標準利用期間を超えてサービスの提供が必要であると認められる場合」を留意の上、そのサービスを継続することが必要である固有の理由を具体的に記載してください。
・「通所先が必要」等といった日中活動サービス全般に共通するような理由は認められません。 

（５）添付書類
・延長期間中の目標及び支援内容を具体的に記載した個別支援計画（案）を添付してください。様式は事業所の作成している任意の様式で差し支えありません。 
・就労移行支援は就労までにいたるスケジュールを、自立訓練は訓練終了後の生活を見据えたスケジュールを具体的に記載してください。 

５．支給決定期間の上限まで利用した場合

標準利用期間が設定されているサービスについては、各サービスの支給決定期間の上限（標準利用期間に1年間を加えた期間）を超えて同一サービスの支給決定を行うことはできません。
ただし、下記 ア ～ エ の場合に限り、再支給決定を可能とするものです。
（１）支給決定期間の上限まで利用した場合
ア　再支給決定によって、各サービスの目的とする成果が十分に見込まれる場合

標準利用期間経過後に１年間延長された期間(上限)まで利用した場合において、支給決定終了から１年間経過した後は、改めて同一サービスの支給決定を可能とします。

イ　一般就労後やむを得ない理由で離職した場合（就労移行支援のみ）
上記（ア）のうち、就労移行支援において、病気、人員整理による解雇、就職先の倒産等により離職した場合で、再度の支給決定により就労に結びつくことが見込まれる場合に限り、支給決定終了から６ヶ月間経過した後は、改めて就労移行支援の支給決定を可能とします。

（２）支給決定期間の上限まで利用していない場合

ウ　標準利用期間の途中で支給決定を取消した場合

支給決定取消から１年間経過した後は、改めて同一サービスの支給決定を可能とします。
なお、支給決定取消から１年以内に再度の支給決定を行う場合については、先の支給決定の継続として取扱い、支給期間を通算します。

エ　標準利用期間経過後の更新期間の途中で支給決定を取消した場合
支給決定取消から１年間（一般就労後やむを得ない理由で離職した場合は原則６ヶ月間）経過した後は、改めて同一サービスの支給決定を可能とします。
なお、支給決定取消から１年以内（一般就労後やむを得ない理由で離職した場合は６ヶ月以内）に再度の支給決定を行う場合については、先に行われた支給決定（標準利用期間経過後の更新分）の継続として取扱い、支給期間を通算します。

（３）再支給決定を受けた者に係る利用期間の算定
上記の取扱いにより、支給決定の終了から一定期間が経過した後に、各サービスの目的とする成果が十分に見込まれるとして、再支給決定を受けた者が、以前と同一の事業所を利用する場合、当該利用者に係る事業所の利用期間は、改めて数えるものとします。（標準利用期間超過減算の算定にあたっては、以前の支給決定による利用期間分を算定しません。）
【お問い合わせ】　　　　　　　　　　　　　　

岩国市健康福祉部高齢障害課障害者福祉第二班

〒740-8585　岩国市今津町一丁目14番51号

電話：0827-29-2522 / FAX：0827-22-2814
平成　　 年　　 月　　 日
岩国市長　様

事業所名　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　

標準利用期間を超える支給決定にかかる意見書

下記のとおり、訓練等給付の支給決定の標準利用期間を超える支給決定について、
本事業所の意見を提出します。

記
	氏　　　名
	
	性　　　別
	

	生年月日
	年　　　月　　　日
	年　　　齢
	         歳

	現 住 所
	

	サービス種類
	□自立訓練（機能訓練）　　　□自立訓練（生活訓練）
□宿泊型自立訓練　　　　　　□就労移行支援

	現在の支給決定期間
	平成　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

	延長を必要とする期間

（最長１年間）
	平成　　　　年　　　　月　　　　日　　～　　平成　　　　年　　　　月　　　　日

	経　　　歴
	

	サービス利用
までの経過
	

	サービス利用中の
訓練内容及び評価
	

	延長が必要
となる理由等
	


【添付資料】　延長期間中の目標及び支援内容を具体的に記載した個別支援計画（案）
（１）「経歴」の項目について

　・学歴、職歴を具体的に記載してください。

（２）「サービス利用までの経過」の項目について
・今回更新を希望する訓練等給付サービスの利用までの支援内容及びその経過について、概要を具体的に記載してください。 
（３）「サービス利用中の訓練内容及び評価」の項目について　

・契約してから現在までの支援内容及びその経過、評価結果について具体的に記載してください。

・就労移行支援事業所においては、職場実習の実習先、実施期間、職業安定所（ハローワーク）での求職登録等について具体的に記録してください。 

（４）「延長が必要となる理由等」の項目について
・下記の「標準利用期間を超えてサービスの提供が必要であると認められる場合」を留意の上、そのサービスを継続することが必要である固有の理由を具体的に記載してください。
・「通所先が必要」等といった日中活動サービス全般に共通するような理由は認められません。
	標準利用期間を超えてサービスの提供が必要であると認められる場合

	自立訓練（機能訓練） 
	リハビリや各種療法を実施しており、さらに継続する必要があること。
地域・在宅生活に向けて、具体的な調整や支援が必要であること。 

	自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練
	地域・在宅生活に向けて、具体的な社会生活上のスキルを学ぶ必要があること、若しくは現在訓練中でさらに継続が認められること。 

	就労移行支援 
	更新時点で、一般就労への具体的な見通しがあること。
・トライアル雇用、精神障害者ステップアップ雇用利用中の者（当該期間中及び入社までの間に限り延長可能）
・採用を前提とした職場実習中の者（実習期間中及び入社までの間に限り延長可能）
・就職が内定している場合（入社までの間に限り延長可能）


（５）添付書類
・延長期間中の目標及び支援内容を具体的に記載した個別支援計画（案）を添付してください。様式は事業所の作成している任意の様式で結構です。 
・就労移行支援は、就労までにいたるスケジュールを、自立訓練は訓練終了後の生活を見据えたスケジュールを具体的に記載してください。 
※市処理欄
	審査判定日
	平成　　　年　　　月　　　日
	第　　　　合議体　第　　　　班

	判定結果及び

その理由
	１
	現時点では十分な訓練効果を得られていないが、継続してサービスを利用することで改善が見込まれるため、サービスの利用の継続が適当。

	
	２
	十分な訓練効果が見込まれないため、サービスの利用の継続は不適当。

⇒利用が適当と思われるサービス（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	３
	訓練による十分な効果が得られたため、サービスの利用の継続は不要。

	
	４
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	意 見 等
	


意見書作成時の注意点








